　「再発防止研修」強行に抗議する声明

　本日、東京都教育委員会（都教委）は、私たち被処分者及び弁護団を始め、教職員、生徒・保護者、教職員組合、広範な市民団体、学者・文化人等の反対の声 を押し切って、周年行事・卒業式・入学式の「君が代」斉唱時の「不起立」等を理由に懲戒処分を受けた教職員に対する「再発防止研修」を強行しました。
これは憲法１９条の「思想及び良心の自由」に基づき「不起立」を貫き処分された教職員を犯罪者扱いにし、「転向」を迫るもので、民主主義国家では到底あり得ない暴挙であり、改めてその不当性を糾弾するものです。
　今回の２４５名の前代未聞の大量処分に対し、「被処分者の会」及び同弁護団は、都人事委員会に処分取り消しを求めて、不服審査請求を申し立てており （１７７名）、その公開審理も行われていないのに「再発防止研修」を強行するのは、公的手続きを全く無視するものです。私たちは、都人事委員会に都教
委への「再発防止研修中止」勧告を求め（７月２日）、更に、東京地裁に行政処分執行停止の申立を行いました（７月１６日）。７月２３日、東京地裁は、申立 を却下したものの、「再発防止研修」は、「個人的な内心の自由に干渉するものであってはならない」「違憲違法の問題を生じる可能性がある」と述べ、私たち の主張に理解を示しています。本案訴訟は継続しており、東京地裁での審理は行われていないのです。更に、７月２８日、「再発防止研修の中止・釈明」を都教 委に要求しましたが、回答期限の７月３０日に至るも回答しないという不誠実な態度に終始しています。私たちの条理を尽くした要求を全く無視しての「再発防 止研修」強行は、教育行政にあるまじき都教委の反民主的・強権的姿勢を白日の下にさらけ出しました。
　本日の「再発防止研修」での「講義」で都教委は、職務命令違反が、「公務員の信用失墜行為」であるとしていますが、私たちは、憲法・教育基本法に反する 職務を強要する「職務命令」こそ国民に対する重大な「信用失墜行為」であると確信しています。また、「反省」すべきは都教委であり、私たちは「思想・良心 の自由」に基づき、教員としての良心と信念を守り抜いて行きます。
　今、都教委は、生徒をターゲットに、来春の卒業式から「生徒に起立を指導する」という職務命令を教職員に出そうと企てています。これは、19 9 9年「国旗・国歌」法成立時の内閣の「個人の内心の自由を制限するものでない」との国会答弁に反する人権侵害です。私たちは、不当処分と「研修」強要とい う自らの人権侵害に抗し徹底的に闘うと共に、この「職務命令」に反対し、生徒・保護者の「内心の自由」を守るため闘います。
　　「日の丸・君が代」問題を巡る今日の状況は、この国を「戦争をする国」にしようとする流れが背景にあると言わざるを得ません。私たちは、憲法・教育基本法を守る闘いの一翼を担い、「日の丸・君が代」不当処分撤回まで、闘い抜きます。
　最後に、都教委に強く警告します。今からでも遅くはない。８月９日の「再発防止研修」を中止せよ。
教職員と生徒・保護者を苦しめる「日の丸・君が代」強制を直ちに止めよ。
　報道関係各位のご理解を切に訴えるものです。
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